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序　　文序　　文序　　文序　　文序　　文

　フィリピン共和国政府は、工業化による経済開発をその重点施策の一つとして、外国からの投

資及び自国製品の輸出促進に力を注いでおり、そのための基盤整備として、フィリピン共和国に

おける特許・商標等の権利保護体制、技術者や研究者等が広く、簡単に工業所有権情報にアクセ

スできる環境などの整備が必要となっています。

　しかしながら、フィリピン共和国における特許、実用新案、意匠、商標を含め、知的所有権行

政全般を所管している貿易工業省知的所有権庁（IPO）は、出願書類を現在、人力のみにより処理

しているために、フィリピン共和国における外国企業からの工業所有権の権利化に相当な時間が

かかっていたり、また、外部への情報提供なども非効率なものとなっています。

　以上のことから、IPOにおける行政手続き及び公共への工業所有権サービスの効率化のための

コンピュータシステムの構築は急務となっています。

　そこで、IPOの事務及び審査効率化、工業所有権に関する情報の提供のために必要なコンピュー

タ化されたシステムを構築することにより、IPOの近代化を図ることを目的として、平成９年９

月我が国に対してプロジェクト方式技術協力を要請してきました。

　この要請を受け、日本政府は国際協力事業団を通じて平成９年12 月に事前調査団を派遣し、

フィリピン側とより具体的で実施可能性の高いプロジェクトの枠組み作りを行うとともに、平成

10年10月短期調査団を派遣し、協力内容や機材の仕様など投入の詳細について協議・確認しまし

た。

　上記調査結果を踏まえ、平成11年１月11日から15日まで派遣された実施協議調査団は、協力

実施に際しての具体的な実施体制及び技術協力全体計画について、フィリピン側と詳細な協議を

行い、討議議事録（R/D）に取りまとめ、署名・交換を行いました。

　本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。ここに本調査団派遣に関し、ご協

力いただいた日本・フィリピン両国の関係各位に対し、深甚なる謝意を表すとともに、併せて今

後のご支援をお願いする次第です。

　1999年１月
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１．１．１．１．１．実施協議調査団の派遣実施協議調査団の派遣実施協議調査団の派遣実施協議調査団の派遣実施協議調査団の派遣

１－１　要請の背景

　フィリピン共和国政府は工業化による経済開発をその重点施策の一つとしており、その一環と

して外国からの投資、輸出促進に力を注いでいる。そのため基盤整備として、特許、商標権の権

利保護体制及び技術者、研究者等が広く、簡単に工業所有権にアクセスできる環境の整備が必要

ととなっている。加えて、フィリピン国はASEAN共同特許庁構想において中心的な役割を担っ

ていることからも、他ASEAN諸国に増して、上記の工業所有権に係る自国の体制及び環境の整

備は急務となっている。

　しかしながら、フィリピン国における特許、実用新案、意匠、商標を含め、知的所有権行政全

般を所管している貿易工業省知的所有権庁（IPO)は、出願書類を紙でかつ人力のみにより処理し

ているために、フィリピン国における外国企業からの工業所有権の権利化に相当な時間を要して

おり、また、外部への情報提供なども非効率的なものとなっている。

　以上のことから、IPOにおける行政手続き及び公共への工業所有権サービスの効率化のための

コンピュータシステムの構築は急務となってきている。

　このためフィリピン政府は、IPOの事務及び審査効率化、工業所有権に関する情報の提供のた

めに必要なコンピュータ化されたシステムを構築することにより IPOの近代化を図ることを目的

として、1997年９月我が国に対してプロジェクト方式技術協力を要請してきた。

　なお、JICAは既に IPOに個別派遣専門家を派遣し、商標における検索、管理のための基本的な

自動化システム構築に協力している。

１－２　調査団の派遣

(1) 調査団派遣の経緯と目的

　1997年 12月に派遣された事前調査団、1998年９月から10月に派遣された短期調査員、機

材計画調査員により、フィリピン側要請内容の確認、プロジェクト方式技術協力のスキームの

説明、実施機関の組織などの実施能力の確認、また、プロジェクトの協力内容として技術協力

計画（案）の作成（プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）（案）、技術協力計画（TCP）

（案）、暫定実施計画（TSI）（案）、活動計画（PO）（案））、並びに機材協力計画（案）につい

て、フィリピン側と協議を行い、結果をミニッツにまとめ署名・交換を行った。

　今回の実施協議調査団は、先に合意している事前調査及び短期・機材計画調査結果を踏ま

え、プロジェクト実施に際しての日本・フィリピン双方の責任分担を再確認するとともに、既

に作成済みのPDM案、TCP案、PO案及びTSI案の作成について再確認を行い、これに基づ

く1999年度の年次活動計画（APO）を作成する。さらに協力開始までに整理すべき懸案・検
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討事項についても協議し、合意事項を討議議事録（Record of Discussions: R/D）、ミニッツ

に取りまとめ、署名・交換することを目的として派遣する。

(2) 調査団の構成

１－３　調査日程

１－４　主要面談者

＜フィリピン側＞

(1) IPO（知的所有権庁）

　Emma C. Francisco Director-General

　Ronol M. Dela Cruz Deputy Director-General

　Josephine Rima Santiago Deputy Director-General

　Roland B. Saquilabon Chief Patent Examiner

　Cecilio Fernandez Senior Patent Principal Examiner

Mechaical & Electrical Examination Division

　Rosella Fernandez Patent Principal Examiner

Chimical Examination Division

　Corazaon M. Marqueses Supervising Patent/ Trademark Executive Examiner

　Restituto E. Maligaya Jr.  Information System Analyst II

Patent & Trademark Registry and EDP Division

分　　野 氏　　名 所属
技術移転計画 星野　和男 通商産業省特許庁国際課海外協力第一係長
工業所有権システム 織田　重明 財団法人　日本特許情報機構公務部国際課長

プロジェクト協力企画 丸山智恵子
国際協力事業団鉱工業開発協力部
鉱工業開発協力第二課特別嘱託

調査内容・行程
日数 月　　日 曜日

実施協議団員
１ １月 11 日 月 午前　移動　成田→（JAL741）→マニラ

午後　JICAフィリピン事務所打合せ
２ １月 12 日 火 午前　知的所有権庁（IPO）表敬

　　　IPOとの協議（APO）
３ １月 13 日 水 終日　IPOとの協議（R/D案、M/D案）
４ １月 14 日 木 午前　R/D、M/D署名・交換

午後　JICAフィリピン事務所報告
　　　在フィリピン日本大使館報告

５ １月 15 日 金 午前　NEDAへの報告
午後　移動　マニラ→（JAL741）→成田
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　Leonides T. Gavin Computer Operator II

Patent & Trademark Registry and EDP Division

　Teresita C. Fernandez Trademark Principal Examiner I

(2) NEDA（国家経済開発庁）

　Lawrence Nelson C. Guevara Public Investment Staff

　Victorio Pujalte Project Monitoring Staff

＜日本側＞

(1) 実施協議調査団

　星野　和男 団員

　織田　重明 団員

　丸山智恵子 団員

(2) JICAマニラ事務所

　黒柳　俊之 次長

　中澤　　哉 所員

(3) 日本大使館

　篠田　邦彦 一等書記官

(4) 高木　宏雄 JICA個別派遣専門家（IPO）



 調査・協議項目 　　　経　緯　・　現　状　等　　　　　　対　処　方　針　　　　　　調査・協議結果
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２．２．２．２．２．調査調査調査調査調査・・・・・協議項目と結果協議項目と結果協議項目と結果協議項目と結果協議項目と結果

１．工業所有権
の状況

(1) 概要 ・左記について現状を確認
するとともに、最新の統
計資料などを入手する。

・左記について現状を確認
した。

１）下記を事前調査時に確認してい
る。

①フィリピンはWIP設立条約、パリ条
約、ブタペスト条約、ベルヌ条約、
WTO/TRIPS協定に加盟している。
PCT（特許協力条約）へは加盟して
いない。

②法律面では、1947年に施行された特
許法（商標法は1957年に施行）以来
の先発明主義を変更し、先願主義を
採択した「新知的所有権法」が1997
年６月に採択された。新法は特許、
実用新案、意匠、商標を包括的に規
程するもので、施行は1998年１月で
ある。

③なお、「新知的所有権法」において
は、先願主義採用のほか、特許存続
期間を出願日から20年とし、新たに
出願公開制度を採用している。
また、実用新案、意匠は無審査登録
へ移行された。

２）事前調査時に「知的所有権法」、
「フィリピン工業所有権年報」ほか
統計資料などを入手している。

３）事前調査時のフィリピン出願状
況、審査処理期間は以下のとおり。

①出願件数の伸び
　　特許出願件数の伸び：12％
　　（1995～ 1996年）
　　商標出願件数の伸び：20％
　　（1995～ 1996年）
　1997年出願数
　　発　　明　3,565
　　実用新案　　583
　　意　　匠　　878
②審査処理期間
　特許処理継続期間：３年10か月
　商標処理継続期間：２年２か月
③ ASEAN 共同特許庁設立に向け、
フィリピンに限らず、ASEAN各国
は、自国の工業所有権保護・管理体
制の整備が望まれている。中でも、
フィリピンは共同特許庁設立の中心
的役割を果たしており、他国に増し
て上記体制の整備が急務となってい
る。
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(2) 国家開発計
画との整合性

(3) 課題と対策

２．プロジェク
ト名称

３．関係機関
(1) 援助受入れ
窓口

・事務処理短縮可能項目は下記のとお
り

(a) 各種帳簿への記帳
(b) 公報編集・作成
(c) 方式審査

　前ラモス政権での中期開発計画
（1993～1998）において工業化による
経済開発、外国からの投資誘致は重要
政策として掲げられていた。
　短期調査時にエストラーダ政権にお
いても、工業所有権保護の政策が継続
していることを確認した。

１）課題
①出願件数が近年急速に伸びている一
方、事務処理や審査が遅延してお
り、審査の品質も問題となってい
る。

②産業界及び国民一般における知的所
有権に対する認識が不足している。
また、模造品などを取り締まる権利
行使手続き（エンフォースメント）
が不足である。

２）対策
　「フィリピン2000」行動計画に従い、
工業所有権政策の普及・啓蒙を通じた
「国際競争力の強化」を協力に推進し
ている。
　フィリピン側にプロジェクト方式技
術協力との関係を説明して理解を得
た。

短期調査時に以下のとおり確認し、英
名はミニッツに記載している。
（和）　工業所有権近代化
（英）  Modernization of Industrial
　　　Property Administration

国家経済開発庁
（NEDA- National  Economic
Development Authority）
　事前調査時に本プロジェクト方式技
術協力実施に際し、最大限支援をした
い意向を確認している。

・左記を再確認する。

・左記を再確認する。

・左記を確認し、結果を
　R/Dに記載する。

・左記に変更なきことを確
認する。

・左記を再確認した。

・左記を再確認した。

・左記を確認し、結果を
　R/Dに記載した。

・左記に変更なきことを確
認した。
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(2) 所轄官庁

(3) 実施機関

４．プロジェク
ト実施体制

(1) 総括責任者
（Project
Director）

貿易工業省
（DTI- Department of Trade and
Industry）
　事前調査時に、本プロジェクトへの
期待の大きさを確認している。また、
大統領選挙により本プロジェクト実施
に対する影響はありえない旨、次官補
より発言がされている。

特許商標技術移転局
（BPTTT- Bureau of Patents,
Trademarks and Technology
Transfer）
 1998年１月に組織改正があり、下記
に変更されている。

知的所有権庁
（IPO- Intellectual Property Office）
　短期調査にて以下を確認し、ミニッ
ツに記載する。
　職員数（1997年現在）
　　159名
　うち　管理職　　　　　　　 3名
　　　　特許審査官　　　　　60名
　　　　商標審査官　　　　　27名
　　　　貿易産業開発専門官　 9名
　　　　審判官　　　　　　　 6名
　　　　事務等　　　　　　　54名

　IPOのManagement Information
System and EDP Bureauを中心に協
力を実施することを確認する。
　現在派遣中の個別専門家のC/Pが中
核となることを確認するとともに、本
プロジェクト開始後は、本プロジェク
トに絞った協力を行うことも確認して
いる。
　個別専門家は1999 年４月で任期が
終了する予定であったが、１年間任期
延長が決定されたため、新たな人員投
入が重要となっている。

　短期調査時に下記とすることを再確
認し、ミニッツに記載している。
(1) 総括責任者
　IPO長官

・左記に変更なきことを確
認する。

・左記を確認し、R/Dに記載
する。

・最新の IPOの人員配置及
び来年度以降の配置予定
を確認し、ミニッツに記
載する。

・個別専門家とのC/P配置
に関して、商標系システ
ムの保守は新たに人員投
入をするよう再度協議を
行い、結果をミニッツに
記載する。

・左記に変更なきことを確
認し、R/D、ミニッツに記
載する。

・左記に変更なきことを確
認した。

・左記を確認し、R/Dに記
載した。

・最新のIPOの人員配置及
び来年度以降の配置予
定を確認し、ミニッツに
記載した。
ただし、IPOにおいては
現在組織改編が進行中
であり、新たな変更が予
想される。

・協力範囲が発明ばかりで
なく、実用新案・意匠を
含むことを踏まえ、IPO
側の人員投入増加の必
要性を説明し理解を得
た。その結果をミニッツ
に記載した。

・左記に変更なきことを確
認し、R/D、ミニッツに
記載した。
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(2) 実施責任者
（Project
Manager）

(3) 合同調整委
員会

５．協力期間

６．プロジェク
トの内容

(2) 実施責任者
　The Management Information
System and EDP Bureau局長

　

　短期調査時に委員会の目的、メン
バーについて協議し、結果をミニッツ
に記載している。

　短期調査時に協力期間は４年間と
し、ミニッツに記載している。

　事前調査時に下記分野を技術移転分
野とすること詳細については短期調査
時に協議することを確認しミニッツに
記載している。
１）庁内近代化に必要な事務処理及び
審査の効率化

　書誌及び文献データに対する協力
また、次の分野については、本プロ
ジェクトの範囲外とし、フィリピン側
の自助努力により実施する旨確認し、
ミニッツに記載している。

２）工業所有権情報の提供
　また、短期調査時に当プロジェクト
での技術移転は特許事務処理について
行い、他の分野についてはフィリピン
側で行うものとする旨説明したとこ
ろ、フィリピン側から1999年１月から
実施された新法の下では、特許・実用
新案・意匠の法の下での相互関係が強
化されたので、実用新案並びに意匠も
協力分野に入れて欲しい旨、要請が
あった。これに対して、機材・ソフト
の増分について調査したところ、機材
の増分はなく、ソフトについて若干の
増分が生じることが判明した。
　これを帰国報告会にて報告し関係者
間で検討の結果、実用新案並びに意匠
も協力分野に入れることとした。

・左記に変更なきことを確
認し、R/D、ミニッツに記
載する。

・左記に変更なきことを確
認し、R/D、ミニッツに記
載する。

・左記に変更なきことを確
認し、R/Dに記載する。

・左記に変更なきことを確
認し、R/D、ミニッツに記
載する。

・左記を説明し、R/D、ミ
ニッツに記載する。

・本プロジェクトで使用す
る“Patent”の定義は、特
許・実用新案・意匠の３
分野を含む旨説明し、ミ
ニッツに記載する。

・左記に変更はないが当該
局長の大統領からの正式
指名が行われていないの
で、当分の間副長官の
Dela Cruz氏が兼任して
いる。

・協議の結果、フィリピン
側メンバーのうち、DTI
代表者を除くこととし、
R/D、ミニッツに記載し
た。

・左記に変更なきことを確
認し、R/Dに記載した。

・左記に変更なきことを確
認し、R/D、ミニッツに
記載した。

・左記を説明し、R/D、ミ
ニッツに記載した。

・左記を説明し、ミニッツ
に記載した。
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(2) 技術移転項
目

(3) 上位目標

(4) プロジェク
ト目標

(5) 成果

　短期調査時に再確認している技術移
転項目は以下のとおり。
１）書誌及び文献データベースの構築
２）上記データベースの維持管理及び
効率化

３）上記データベース及び周辺機器の
運用

４）特許事務処理システムの管理
　また、ステップ１で書誌データ処
理、ステップ２で文献データ処理に関
する技術移転を行うこととしている。
　上記協議に基づき、TCP案、PO案
を作成しミニッツに添付した。

　事前調査ミニッツに合意した暫定マ
スタープラン中に、以下のとおり記載
した。
「フィリピン共和国において知的所有
権付与に係る能力が強化される」
　短期調査では「フィリピンIPOが工
業所有権を早期にかつ正確さを増して
付与することができるようになる」と
変更し、ミニッツに記載した。

　事前調査ミニッツに合意した暫定マ
スタープラン中に、「IPO内における
事務・審査能力が促進される」と記載
した。
　短期調査では「IPOにおいて、特許
事務処理が促進される」に変更した。

　短期調査での協議の結果下記のよう
に、修正及び変更を行いミニッツに記
載した。
０　プロジェクトの組織・運営体制が
整備される。

１　特許事務処理の現状分析と改善策
を提示できる人材が育成される。

２　適切な機材が導入され、適切に維
持・管理される。

３　書誌データベースが構築され、活
用される。

４　文献データベースが構築され、活
用される。

５　特許事務処理システムを運用でき
る人材が育成される。

・左記に変更なきことを確
認し、ミニッツに記載す
る。

・左記に変更なきことを確
認し、R/D、ミニッツに記
載する。

・左記を再確認し、R/D、ミ
ニッツに記載する。

・左記を再確認し、R/D、ミ
ニッツに記載する。

・左記に変更なきことを確
認し、R/D、ミニッツに
記載した。

・左記に変更なきことを確
認し、R/D、ミニッツに
記載した。

・左記を再確認し、R/D、ミ
ニッツに記載した。

・左記を再確認し、R/D、ミ
ニッツに記載した。
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(6) 活動 　事前調査時、本プロジェクト方式技
術協力においては、特許事務処理の効
率化に必要なデータベース、システム
構築をツールとして協力を行うが、こ
れまでの商標分野における成果も最大
限活用していくことを説明し、合意を
得るとともに、その旨をミニッツに記
載した。
　短期調査の協議の結果をミニッツに
下記のとおり記載した。
0-1 計画どおり、人員を配置する。
0-2 予算を措置し、適切に執行する。

1-1 特許事務処理の業務を分析する。
1-2 指標データを収集する。
1-3 特許事務処理業務のフローを作成
する。

1-4 特許事務処理業務検討連絡会を組
織する。

2-1 必要な機材の導入計画を作成する。
2-2 必要な機材を選定する。
2-3 機材を調達・導入する。
2-4 主な機材の操作マニュアルを作成
する。

書誌データベース
3-1 機能ニーズ、必要データの抽出を
する。

3-2 データベース構築のための設計を
する。

3-3 データベースへデータを蓄積する。
3-4 データベースプログラムを検証す
る。

3-5 データベース機能テストをする。
3-6 端末操作マニュアルを作成する。
3-7 データベースを活用した特許事務
処理への業務移行を実施する。

文献データベース
4-1 機能ニーズ、必要データの抽出を
する。

4-2 データベース構築のための設計を
する。

4-3 データベースへデータを蓄積する。
4-4 データベースプログラムを検証す
る。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載する。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載した。
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5-1 システム機能テストをする。
5-2 システム操作マニュアルを作成す
る。

5-3 特許事務処理システムへの業務移
行を実施する。

5-4 システム運用状況報告を作成する。
5-5 システムの稼働・利用状況を評価
する。

5-6 指標データを収集する。
5-7 システムを利用した事務処理マ
ニュアルを作成する。

5-8 システム利用者に対する端末操作
の研修を行う。

5-9 システムを利用した事務処理研修
を定期的に実施する。

5-10 総合メンテナンス計画を作成す
る。

①長期専門家
　以下の５名を派遣することで合意
し、事前調査ミニッツに記載した。
(a) チーフアドバイザー
(b) 業務調整
(c) 書誌データベース
(d) 文献データベース
(e) コンピュータシステム

・短期専門家については、長期専門家
の技術移転の補完として、必要最低
限の人数を派遣することをフィリピ
ン側に説明し、事前調査ミニッツに
記載した。
　現時点で必要と想定される短期専
門家分野についてはミニッツに添付
した。

・研修員受入れの意義について、説明
を行うとともに、必要最低限数を受
け入れることを説明、合意し、その
旨をミニッツに記載した。
　短期調査では、今年度の研修受入
れについて説明し候補者の選定を依
頼した。

・事前調査時に以下を確認している。
①システム構築を通しての技術移転に
必要な最低限のハード及びソフト関

(7) 日本側投入
１）専門家派遣

２）短期専門家

３）研修員受入
れ

４）機材供与

・左記を再確認し、R/D、ミ
ニッツに記載する。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載する。

・初年度の短期専門家につ
いて、年次計画の協議の
中で決定し、ミニッツに
記載する。

・初年度の研修員について、
年次計画の協議の中で決
定し、ミニッツに記載す
る。

・Ａ－２、３フォームにつ
いて、再度説明する。

・左記を再確認し、技術移
転に必要な機材を供与す
る旨R/D、ミニッツに記

・左記を再確認し、R/D、ミ
ニッツに記載した。

・プロジェクト開始に合わ
せ、業務調整員並びに書
誌の専門家は５月中旬、
リーダーは人選の関係で
６月下旬に派遣の予定で
ある。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載した。

・初年度の短期専門家につ
いて、年次計画の協議の
中で決定し、ミニッツに
記載した。

・初年度の研修員につい
て、年次計画の協議の中
で決定し、ミニッツに記
載した。

・Ａ－２、３フォームにつ
いて、再度説明した。

・左記を再確認し、技術移
転に必要な機材を供与す
る旨R/D、ミニッツに記
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(8) フィリピン
側投入

１）カウンター
パート

２）予算
（ローカルコス
ト）

連機材の供与を検討していることを
説明すると同時に、環境整備も含め
最大限フィリピン側に応分の負担を
求めたい旨、説明し理解を得るとと
もに、その旨をミニッツに記載し
た。

②この際に、フィリピン側から、供与
機材の維持管理の費用を考慮し、過
大な機材とならないようにしてもら
いたい旨、コメントがあった。

③現有機材を調査の上、必要機材リス
トを作成し、ミニッツに記載した。

　短期調査では、フィリピン側と協議
の結果機材リストを作成し、ミニッツ
に添付した。
　費用分担について協議し、その結果
をミニッツに添付した。
　機材計画調査にて、商標データベー
ス構築で使用している機材との共有、
現有機材の活用などを勘案した、供与
機材仕様を協議・作成した。
　現地調達の可能性について調査し、
これが可能と判明した。妥当性につい
ては本邦調達との比較について国内支
援委員会で調査後、検討する。
　機材調達についての必要手続きを説
明した。

　事前調査時に以下を確認している。
　本件プロジェクト関連の職員
①Administrative C/P
②Direct Technical C/P
　専門家から直接技術移転を受ける。
③Technical C/P
　上記②の C/Pから技術移転を受け
る。
④ Supporting Staff
⑤Administratice Staff
　短期調査において、C/Pの技術レベ
ルについて調査を行い、C/Pリストを
ミニッツに添付した。

・事前調査時に1996年、97年のBPTTT
予算を確認し、ミニッツに記載して
いる。
　また、1998年度の予算についても
確認し、ミニッツに記載している。

載する。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載する。

・左記に変更なきことを再
確認し、ミニッツに添付
する。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載する。

・可能ならば、左記を裏付
ける文書を入手する。そ

載した。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載した。

・必要機材については協力
分野拡大に伴い、PC台
数の増加が認められた
が、その設置場所は技術
移転計画に従うものとす
る旨、ミニッツに記載し
た。

・C/Pについては協力分野
拡大のため、適切な人員
が配置される必要がある
ことを説明し、フィリピ
ン側が必要なC/Pを配置
する旨、ミニッツに記載
した。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載した。

・NEDAからは、当該規則
は1998 年限りの法令で
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３）施設・設備

(9) これまでの
その他の協力

(10) その他
１）PDM（案）

　短期調査団に対しては、新法下で特
別会計となったため、予算確保が容易
となった旨、フィリピン側より説明が
あった。
　IPOの予算措置状況についてミニッ
ツに添付した。
　機材通関に係る関税については、
JICA 事務所に対してNEDA より、
1999年１月１日以降に到着する機材に
ついては、従前どおりの手続きで通関
できるようになる旨説明があった。

　事前調査時に、組織改正後、事務所
移転の可能性について報告されてい
る。
　また、日本人専門家の執務室及び供
与機材設置スペースの確保をフィリピ
ン側にて行う旨、ミニッツに記載して
いる。
　事務所移転は1999 年末までに実施
される予定であるが、プロジェクト活
動への大きな影響はないことを確認し
た。事務所移転により機材などの移転
が必要となった場合は、その費用は
フィリピン側が負担する旨ミニッツは
記載した。

　EPO（欧州特許庁）がBPTTTに対
して、特許事務処理ソフトウェア（コ
モンソフトウェア）とそのためのシス
テムの供与が提示されたが、人材育成
面がなかったこと、著作権の観点から
改造がしにくいなどから EPOからの
協力を辞し、日本に協力を要請してき
たという経緯がある。

　PCM（Project Cycle Management）
手法概要（含む評価５項目）を説明し、
フィリピン側の理解を得ている。
　PDM（案）を作成し、ミニッツに添
付した。

れが不可能な場合は、実
施機関であるIPOが通関
に係る諸税を負担する旨
ミニッツに記載する。

・左記に変更なきことを確
認し、ミニッツに記載す
る。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに添付する。

あること、今年度は供与
機材通関のための予算が
確保されたこと旨、説明
があった。

・供与機材の通関に係る諸
税はフィリピン側が負担
する旨、R/D、ミニッツ
に記載。

・左記に変更なきことを確
認し、ミニッツに記載し
た。

・事務所移転は第３四半期
（フィリピン側会計年、
日本では第２四半期）な
いには完了の予定であ
り、I P O 内でタスク
フォースを組織して実行
計画を進めている。候補
地はカマティあるいはケ
ソンがあがっている。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに添付した。
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２）PO、TSI、
TCP（案）及び
年次活動計画
（APO）

３）R/D

４）合同評価

５）使用言語

６）専門家の生
活環境

　短期調査時にPO、TSI、TCPの案を
作成し、ミニッツに添付した。

　短期調査時にR/Dサンプルを提示・
説明し、ミニッツに添付した。

・短期調査では、以下を再確認しミ
ニッツに添付した。
　評価５項目等、評価の詳細並び
に、プロジェクト協力期間中及び数
か月前に合同評価を行うことを説明
した。

・英語で実施することを確認し、ミ
ニッツに記載した。

・短期調査時に住居・車両など基本的
生活基盤に関する調査を行い、現状
を把握した。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに添付する。

・APOについて協議し、ミ
ニッツに添付する。

・R/D（案）をフィリピン側
と協議し、署名交換す
る。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載する。

・左記を再確認する。

　引き続き専門家の滞在に
必要な情報を収集する。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに添付した。

・APOについて協議し、ミ
ニッツに添付した。

・フィリピン側と協議し、
署名交換した。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載した。

・左記を再確認した。
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